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「協働」・「連携」の法学的考察
―「協働型契約」の可能性とその明文化・書面化へ向けて―
三　輪　まどか
1．はじめに
　2010年の「新しい公共」概念の登場，そして 2011年の東日本大震災以降，特に社会福祉や環境
の法分野において，「連携」や「協働」という言葉が聞かれるようになった。しかし，この「連携」
や「協働」という言葉の定義や内容は明らかでなく，まるで魔法の言葉のように使われている。そ
もそも，この「連携」や「協働」というのは，法律的にはどういった意味を持つのか。この「連携」
や「協働」の意味を法学的な立場から検討しようというのが本稿執筆の契機である。
　「連携」と「協働」は，法律の中において，使われる頻度，時期，法分野が異なっている。たと
えば，「連携」という言葉を使った条文を持つ法令は 606本あるのに対し，「協働」という言葉を
使った条文を持つ法令は 10本である1）。さらに，前者については，「いじめ防止対策基本法」や「劇
場，音楽堂等の活性化に関する法律」，「移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進に関する法律」
など多岐にわたるのに対し，後者は，「首都直下地震対策特別措置法」（平成 25年），「東日本大震
災復興基本法」（平成 23年）といったように，防災，復興といったものに限られる。そして，いず
れも「連携」や「協働」に関する定義もなく，それらを担保するような規定も見受けられない。
　一方で，法を運用する行政は，この「連携」や「協働」を目に見える形にするためにさまざまな
工夫をしてきた。たとえば，条例の制定，実際の運用のための要綱の制定のほか，要綱に沿った仕
様書や委託契約書等，協働指針の策定である。条例や協働指針については，特に「協働」に関し，
まちづくりの分野や地方自治の観点からの分析が積み重ねられてきた。先行研究においては，行政
と NPO間の「連携」や「協働」についての研究が多く，公共政策や経済学，行政法分野からの研
究が目立つ。しかしながら，近年の「連携」や「協働」の傾向は，行政も含めた多様な主体によっ
てなされること，「連携」・「協働」の程度には濃淡があること，「連携」や「協働」によって実行さ
れる事業は，単に市民・社会の利益だけではなく，その事業体自体の利益も追求する事業となる可
能性があること等を考慮すれば，単に条例や協働指針等に定めるだけではなく，また，型どおりの
仕様書や委託契約書ではなく，当事者同士で話し合い，意思を確認し，合意をした書面等が必要と
なろう。さらに言えば，そもそも契約法上ではなく，むしろ行政法上の問題となりうる「連携」や
1）この本数については，総務省が運営する法令データ提供システムである通称 e-gov（http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/
idxsearch.cgi）を用い，法令用語検索において「連携」および「協働」をそれぞれ入力して得られた結果である（2014
年 3月現在）。
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「協働」について，権利義務関係を設定し，法的責任が問われる可能性のある「契約」関係がふさ
わしいかどうかも疑わしい。また，契約そのものは，当事者の合意（意思）のみによって成立する
が，「連携」や「協働」が多様な主体が関わることを前提としているということから，その意思疎
通の精度を考慮すると，黙示ではなく，明示の合意をすること（明文化）が望ましい。
　そこで，本稿では，「連携」および「協働」の法的な意味を明らかにし，行政と NPO間に限らず，
多様な主体間の「連携」・「協働」を推進していくために，明確な法的位置づけが必要であるという
前提のもとに，これら多様な主体間の「合意」を反映した書面を分析することによって，明文化・
書面化にあたって必要な要素（要件）について明らかにしたい。なお，本研究は，2012年 8月に，
日本福祉のまちづくり学会第 15回全国大会で行った研究発表「多様な主体による『協働』『連携』
の法学的考察」に加筆・修正したものである。
2．研究の方法
　まず，「連携」・「協働」の法的な位置づけを明らかにすべく，先に述べた社会学，社会福祉学，
行政学等，他分野にわたる先行研究を概観する。次に，先行研究において取り上げられることの多
い，地方公共団体と NPOとの間の協働に関わる代表的な協定書の内容を分析する。加えて，本稿
の趣旨から，行政も含めた多様な主体間の協定書を，ウェブ検索を用いて収集し2），分析する。こ
のウェブ検索にあたっては，googleおよび Yahoo! 検索を用い，「多様な主体」「協働」「書面」「協
定書」の 4つのキーワードを組み合わせて検索をかけ，内容を精査し，明文化・書面化について，
ウェブサイト上に具体的に掲載されていたもののみを対象とする。最後に，「連携」・「協働」をス
ムースに進めていくための明文化・書面化の必要性を前提に，実際にはどのような書面が必要なの
か，また，その中に含まれるべき要素は何かについて，検討したい。
3．「連携」・「協働」の法的な意味
3―1．「連携」・「協働」の定義・概念をめぐる議論
　「連携」や「協働」の定義が明らかでないことから，これらの定義に関する研究が，行政学や行
政法，経済学，社会学，社会福祉学などさまざまな分野からなされている。たとえば，心理臨床・
医療・精神保健福祉・教育の領域における「連携」と「協働」の概念について，先行研究の分析を
おこなった中村らによると，「連携」とは，「異なる専門職・機関・分野に属する二者以上の援助者
（専門職や非専門的な援助者を含む）が，共通の目的・目標を達成するために，連絡・調整等を行
い協力関係を通じて協働していくための手段・方法である」と定義し，「協働」とは，「異なる専門
職・機関・分野に属する二者以上の援助者（専門職や非専門的な援助者を含む）や時にはクライエ
ントをまじえ，共通の目的・目標を達成するために，連携をおこない活動を計画・実行する協力行
2）NPO―行政間の「協働」に関して，協働事業の実施は進んでいるが，協働の制度化，つまり条例，指針・基本方
針の策定や手引き・マニュアルの整備がなされていない地方公共団体がそれほど多くないという実情があり［坂本
2012：212］［湯浅 2008：95―96］，まとまった文献がないのが現状である。
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為である」と定義している［中村ほか 2012：11］。
　「協働」に関して，その概念の歴史を紐解いた前山によれば，「協働」の語源となったのは，1977
年に V. オストロム（Vincent Ostrom）らが著した『比較都市サービス供給制度』の中の“coproduction”
であり，“coproduction”の示すところは，「住民によって行われる公共財・公共サービスの，行政
との共同制作」であるとする［前山 2005：31］。加えて，このオストロムの“coproduction”に基
づき，住民による民主的な自治の立場から「協働」の言葉を作ったのが，荒木昭次郎であるとする
［前山 2005：33，坂井 2005：51］。なお，“coproduction”の示す意味として，荒木は「地域住民と
自治体職員とが，心を合わせ，力を合わせ，助け合って，地域住民の福祉の向上に有用であると自
治体政府が住民の意思に基づいて判断した公共的性質を持つ財やサービスを生産し，供給していく
活動体系」であると述べている［荒木 1990：9］。前山は続けて，1997年に提唱された自治省の「協
働」と 1999年の地方分権一括法制定以降の各地方公共団体の「協働」概念について，次のように
分析する。まず，自治省が示した協働は，対等の当事者として認め合うことを前提にパートナー
シップ関係を構築すること，そして，その緊密な連携関係の構築のために，行政・民間非営利団体
のそれぞれが双方向で参加することが必要であるとする。すなわち，行政の視点からみた，地域づ
くりを目的とする行政―民間非営利団体との間の協力関係と捉えられるとしている［前山 2005：
34―35］。この自治省が示した地域づくりの視点からの協働を踏襲した形で，1999年以降，各地方
公共団体に「協働」概念が広がっていくことになるが，このとき自治省が示した「協働」概念があ
まりに強烈であったこと，加えて，前述のオストロムや荒木が含意した，住民による民主的な自治
を意識しない，市民相互の協働という言葉まで生まれ，まさに言葉だけの協働が広がったことを指
摘している［前山 2005：35］。
　なお，この市民協働に関して，「協働」の中にも，純粋な“coproduction”ではない，いくつか
の種類の「協働」が存在している。2006年の市場化テスト法の施行に結実した，一連の公共サー
ビス改革により「公民協働」という言葉が登場し［大橋 2007：12］，さらに，行政が地縁・共同体
型の住民組織やテーマ型の市民社会組織（NPO）などと地域課題の解決を目指す「地域協働」と
いう言葉も登場している点には留意が必要であろう［原田ほか 2010：47，谷本 2010：15］3）。
3―2．条例等にみる「連携」・「協働」
（1）「連携」・「協働」に関わる条例
　次に，「連携」・「協働」に関わる条例の類型化を試みた松下によれば，特に市民協働に関わる条
例について，以下のように分類することができるとする。すなわち，まちづくりの基本理念や基本
原則を定めた上で，住民がまちづくりの権利主体として位置づけられ，役所・議会・住民・住民団
体がまちのためにがんばる規定が置かれているものを自治基本条例とするならば，その自治基本条
例を頂点に，住民・住民団体がまちのためにがんばる規定を具体化・明確化した下位の条例を市民
協働支援条例と位置づけることができると論じている［松下 2007：13―14］。そして，市民協働支
援条例の下位には，協働指針やローカルコンパクトといった施策やパーセント条例，基金の設置条
3）なお，大橋は公民協働の中に，「行政機関等がもっぱら行っていた公共サービスの領域に市場や競争を導入しその
効率性や質の向上を重視するタイプ」であるアウトソーシング型と，「公共サービスに関する公共的な意思決定の
過程に行政機関等と国民・市民が素案策定の段階から一緒になって参加し，考えをまとめていくといったもの」で
ある地域協働型があるとしているが［大橋 2007：13］，谷本が指摘する地域協働とは，地域・NPO等の関わり方
の程度という点で異なる性質のものであろう。
「協働」・「連携」の法学的考察102
例，市民活動センターの設置管理条例などの条例が位置づけられるとしている［松下 2007：14］。
さらに，こうした市民協働条例について，裁判所による強制的実効までは保証されていないが，関
係者の行動や実践に事実上の拘束を与えるソフトロー的な条例であり，かつ，協働・支援施策の具
体的内容を条例には記載せずそれを後日定める総合施策方式を採用した枠組み条例であると指摘し
ている［松下 2007：14］。この点，条例という法規範としての強制力のある方式で定める必要性に
ついて，罰則の適用はほとんど想定されないが，むしろ行政・議会・市民の三者が参加・協議して
決めるという点，すなわち，デュープロセスの確保という意味で重要であることを示唆している
［松下 2007：15］。
（2）条例・協働指針における「協働」概念4）
　都道府県・政令指定都市の「協働指針」等に見られる「協働」の概念を整理した廣瀬によると，「協
働」を構成する要素として，次の 5つを挙げる。すなわち，「①対等な協調・協力関係を基盤とす
ること。②相互の自主性，主体性を理解・認識・信頼・尊重しあうこと。③公共的な課題，使命を
共有すること。④相互に持てる資源を出し合い，役割分担し，責任を果たすこと。⑤良質な社会
サービスを供給すること」である［廣瀬 2008：19］。そして，協働の方法および形態として，会議・
提案，委託，事業協力，支援・提供といった 4つを挙げるとともに，これらから「目的とミッショ
ンはいつも抽象化され美しく，共感を呼び，『協働』の名の下で共有しやすい」ことを指摘してい
る［廣瀬 2008：19］。そして，「協働」が手段ではなく，価値化，自己目的化，つまり施策化，事
業化すると，危険性を孕むと指摘している［廣瀬 2008：19］5）。
　総務省，地方公共団体の条例および NPOの実践家や研究者の定義を分析した原田ほかによると，
協働の定義に共通する要素として，「①異質な主体が，②共通の目標のために，③対等かつ相互の
理解や信頼関係を醸成すること」を挙げ，協働の成立要件を，目的共有と対等の関係としているも
のもある［原田ほか 2010：43］。
　また，東京都，福岡県，福岡市，横浜市という代表的な 4つの地方公共団体の条例ならびに協働
指針における「協働」について触れた坂井によれば，この 4つに共通するのは，「市民または団体
と行政が，共通する地域社会の問題解決に向けて，相互に存在意義を認めながら，対等の立場でお
互いに知恵や労力を出し合いながら協力し合うこと」と定義している［坂井 2005：52］。
3―3．「連携」・「協働」の法的な意味
　上記の研究等を踏まえて，「連携」や「協働」を法律学的に解釈してみたい。まず，法の規定の
仕方を見てみると，「連携」については法に多く表記されているのに対し，「協働」はほとんど表記
されていない。また，その書きぶりについて見てみると，たとえば，いじめ防止対策基本法では，
「第 8条　学校及び学校の教職員は，基本理念にのっとり，当該学校に在籍する児童等の保護者，
地域住民，児童相談所その他の関係者との連携
4 4
を図りつつ，学校全体でいじめの防止及び早期発見
に取り組むとともに，当該学校に在籍する児童等がいじめを受けていると思われるときは，適切か
4）なお，条例や協働指針においては，「連携」の定義について触れるものが皆無であるため，ここでは「協働」概念
のみ取り上げる。
5）この危険性の中には，NPOと行政の対等性の問題が指摘されている。しかしながら，この対等性の確保については，
大変難しい問題でもあり，多様な主体間の「協働」を契約関係と位置づけるのならば，この問題を解消する必要が
ある。なお，対等性の問題については，丹間の分析に詳しい［丹間 2013，丹間 2011］。
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つ迅速にこれに対処する責務を有する［傍点筆者］」とされている。また，移植に用いる造血幹細
胞の適切な提供の推進に関する法律では，「第 8条　国，地方公共団体，造血幹細胞提供関係事業者，
第 44条第 1項に規定する支援機関及び医療関係者は，移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推
進を図るため，相互に連携
4 4
を図りながら協力するよう努めなければならない［傍点筆者］」とされ
ている。そのほかの規定をすべて確認したわけではないが，少なくとも連携の前提として，中村ら
が指摘したように，「異なる専門職・機関・分野に属する二者以上の援助者（専門職や非専門的な
援助者を含む）が，共通の目的・目標を達成するために，連絡・調整等を行い協力関係を通じて協
働していくための手段・方法」［中村ほか 2012：11］であり，法的には，法の目的を達成するため
の関係者一同に対する「責務」規定であるということができる。
　一方で，「協働」については，法令にほとんど記されていないということ，また，わが国の協働
概念の源となった“coproduction”を顧慮すると，地方自治というコンテクストにおいて，地域住民，
市民団体，行政との間の協力関係を，条例もしくはその下位の要綱，あるいは協働指針として示し
たもの，ということができよう。そして，松下が指摘したように，関係者の行動や実践に事実上の
拘束を与えるソフトロー的な条例であり，かつ，協働・支援施策の具体的内容を条例には記載せず，
それを後日定める総合施策方式を採用した枠組み条例である点を鑑みると［松下 2007：14―15］，
地域住民，市民団体，行政との取り決めに関するデュープロセスの確保という側面があると言える。
そして，なぜこのデュープロセスが必要であるか，という点については，この協働がどのような法
的意味を持つか検討しなければならない。つまり，「協働」の法的性質の検討が必要なのである。
3―4．「協働」の法的性質
　この新たな問題を解決するために，条例および協働指針に見られる概念を見ておく必要がある。
なぜなら，これらの概念が，「協働」を構成する要素と言えるからである。
　3―2に示した諸説からすれば，共通項として，対等性，公共性，目的（地域問題の解決という具
体的なものもある），相互理解・信頼関係の 4つを挙げることができよう。これらの共通項を見て
みると，行政法学にいう，いわゆる行政契約の性質に極めて近いと言えよう。行政契約は，行政主
体が契約を締結する行為を指し，行政主体と私人との間で行われる権利変動の行為形式であり，双
方行為の性質を有する［芝池 2013：183］。行政契約には，いくつかの分類があるが，主に以下の 4
つに分けられる。第一に，「物的手段を整備する行為」に関する契約であり，いわゆる民法上の売
買契約や請負契約である「準備行政における契約」，第二に，水道等の公共サービスや福祉サービ
スなどに見られるような「給付行政における契約」，第三に，公害防止協定や宅地開発許可の際に
要請される開発協力金・開発負担金の納付契約などに見られるような「規制行政における契約」，
第四に，「行政主体間の契約」である［塩野 2013：189］。この分類によれば，行政と NPO間，あ
るいは行政も含めた多様な主体間で実施される協働事業は，イベントの実施といった例に見られる
ように物的手段を整備する行為でもあり，子育て支援や高齢者支援といった福祉サービスを提供す
る給付行政における契約でもあり，まちづくりに関する規制行政における契約でもありえよう。ま
た，こうした行政契約の法的取扱いとして，公正さや契約内容の適正さの確保を挙げる学説［芝池
2013：185］や，公金支出を伴うことから，民法上の契約法理を修正する必要があることを指摘す
る学説［塩野 2013：189］，契約にあたっては，経済性原則，競争性原則，公正性原則，透明性原
則を基本とする学説［碓井 2005：8］もある。
　ここで無理にこの分類に当てはめるのではなく，「協働契約」という語を用いる論者もいる。金
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川は，Kettner&Martinの理論を利用して，通常の契約を市場モデル，協働で用いられる契約をパー
トナーシップモデルに分類して説明できるとする［金川 2007：38］。前者は，コスト削減によるア
ウトプットの増加，生産性の考慮，受託者の利用価値と能力，契約者同士の競争促進，入札方式，
単年度契約，成果報酬などを内容とするのに対し，後者は，契約主体同士の協働を通じた政府サー
ビスのアウトプットの最大化を目標とし，提案の奨励，費用弁償的支払い，複数年契約等を特徴と
するとしている［金川 2007：38―39］。
　従来の行政契約の捉え方からすれば，金川の主張はやや私法化した行政契約のように見え，一方
で，従来の行政契約の 4つの分類では，協働事業によって締結される契約をうまく説明できない。
さらに，従来の行政契約の考え方は，協働の特徴である公共性，目的の共有という点では特に問題
が生じるとは考えにくいが，対等性や相互理解・信頼関係という点においては，行政契約がいくら
非権力的法行為であるとはいえ，行政とその他の主体との権力，地位，交渉力という点から見ても，
その対等性や相互理解・信頼関係が図れるとは，必ずしも言いがたい側面がある。この対等性や相
互理解・信頼関係という点からすれば，金川の主張する協働契約のアプローチは有効であろう。
　ここで，現代社会で営まれる行為や活動の志向性を社会学の立場から 4つに分類した藤村を参考
に，「協働」の法的位置づけの難しさの一例について触れてみたい。藤村は，1つの軸を社会関係
の意味合い（関係志向か，目的志向か）とし，もう 1つの軸を問題対応のあり方（個別志向か，集
合志向か）として 4つの象限を設け，それぞれの象限の関係性を示している（下図参照）［藤村
2013：5―6］。この図に，法分野を重ね合わせてみる（図中の斜線囲み部分：筆者加筆）。親密性の
分野では，民法おもに家族法・相続法が想定できる。市場性の分野では，民法おもに契約法や商法・
会社法が想定できる。公共性の分野では，行政法分野が想定できる。しかしながら，協働性の分野
においては，従来の法分野に当てはめることが困難であることがわかる。なぜなら，地域，親族共
同体，NPO等の市民活動という多様な主体が関わっている上に，ここでの協働性は，藤村が指摘
しているように，「制度としての連帯たる福祉国家や行為としての連帯たる NPOを包摂する形で
の福祉社会論，すなわち『福祉ミックス』や『福祉多元主義』の考え方が浮上している」こと，言
い換えれば，「政府部門，インフォーマル部門，非営利部門，営利部門の各々が多元的に補いながら，
人々の生活保障を達成していくという考え方」がとられていること，また，「市場中心の営利部門
も成長するものの，生活保障の問題を完全に市場に委ねることができず，『準市場』という形で，
政府による背景的支援がなされて，『市場性』と生活保障の調和が図られようとしている」ことも
含んでいるからである［藤村 2013：19］。つまり，協働性の中に，公共性も，市場性も包摂してい
るからこそ，従来の法分野に当てはめることがより難しくなっていると言えよう。
　以上のように，「協働」の法的位置づけの難しさは重々承知しつつ，ここではこの指摘にとどめ，
今のところ，行政主体が関わる契約であるという 1点のみにおいて，行政契約の一種であるという
法的位置づけとし6），次に，この特殊な契約の履行を進めるための明文化・書面化の現状について
概観してみたい。
6）塩野によれば，「給付行政において，法律が契約的手法によっていると解釈される場合でも，わが国では，あえて『公
法上の』契約と観念する実益がない」とする［塩野 2013：191］。筆者には，行政法学における議論である，公法
上の契約と私法上の契約の違いについて論ずる能力はないが，公法上の契約と行政上の契約は異なるという認識の
もと［塩野 2013：188］，行政と行政以外の主体との権力・交渉力等の格差がある現状を踏まえると，協働型契約
は対等な私人間の民法上の契約と位置づけるよりは，対等ではない主体間の契約であること，公金支出を伴うこと
から，行政契約の一種と位置づけたい。
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　4．「協働」の明文化・書面化の現状 7）
　内閣府経済社会総合研究所委託調査である「自治体マネジメントに関するアンケート調査」8）に
よれば，現在，協働に対する指針を策定している地方公共団体は，都道府県（N＝33）では
57.6％，市区町村（n＝508）では 27.6％となっている。都道府県においては，少しずつ普及が進ん
でいるものの，実際にはこれら指針（あるいはマニュアル）の中で，合意の明文化・書面化につい
て触れたものは，管見した限り，あまり多くはなかった。ここでは，先駆的な地方公共団体および
民間団体による協働指針，協働マニュアルの中に見られる，協働・連携の明文化・書面化について
見てみる。
4―1．地方公共団体とNPOとの間の協定書
（1）あいち協働ルールブック 2004～NPOと行政の協働促進に向けて～
　協働方法として，「委託」，「補助」，「事業共催」，「後援」，「事業協力」の 5つを挙げた上で［あ
いち協働ルールブック 2004：10］，委託においては私法上の契約に基づくものと，指定管理制度を
用いた法令の根拠に基づくものがあり，「受託先の NPOは，契約書や仕様書などに定められた債
務を履行する義務を負う」こと，「第三者に損害を与えた場合の賠償責任は，委託契約の内容，賠
償すべき損害の態様などにより，個々具体的に双方協議のうえ，その責を負う」こと，「契約違反
の場合は行政に対する損害賠償責任を負うこと」について触れている［あいち協働ルールブック
2004：11］。さらに，契約書に記載すべき事項として，「契約の目的，契約金額，履行期限，契約保
証金，契約履行の場所，契約代金の支払い又は受領の時期・方法，履行の遅延・債務不履行の場合
7）本図は，藤村が作成した「生活を支える関係性の構図」［藤村 2013：6］を引用し，一部筆者が書き加えた。
8）本調査は，人口 3万人以上の県市区町村を調査対象とし，サンプル数は 871団体，ウェブアンケート方式で，平成
20年 2月 20日～3月 5日の調査期間で実施された。
図7）
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の遅延利息・違約金等，権利義務の譲渡等の禁止，危険負担，監督・検査」を挙げるとともに，こ
れらの内容は，県が当事者となる契約に関しては，義務的記載事項であることが触れられている［あ
いち協働ルールブック 2004：14］。また，責任分担，委託成果品に対する取り扱いに関する定め，
プライバシーの保護・秘密を守る必要がある場合の秘密の保持について規定すること，ならびに，
著作権に関しては委託者に帰属する旨が書かれている［あいち協働ルールブック 2004：14］。なお，
このルールブックについては，「NPOと行政の双方は，このルールに関して法律的な責任を負うも
のではないが，最大限の遵守に努める」ことが確認されており［あいち協働ルールブック 2004：4］，
必ずしも法的拘束力があるものではないことが述べられている。
　このルールブックから 10年が経過し，従来のルールブックのみでは，協働推進のための「協議」
を深める機会がないことから，2006年度から毎年発表されている「NPOと行政の協働に関する実
務者協議」において，中長期的な課題，問題意識をオープンな議論を通じて共有する必要性を指摘
され，2008年 3月には，従来のルールブックを補完する形で「NPOと行政の協議の場作り基本ガ
イドブック」が公表されている［細見 2009：211］。
（2）佐賀県・みんなで取り組む県民協働指針―自立した県民が支え合う社会を創る―
　佐賀県の協働指針の特徴は，NPO法人，市民活動・ボランティア団体，婦人会，老人会，PTA
などを含めた市民社会組織である CSO（Civil Society Organizations）という機関が，行政が行う事
業に参加，協力するという形態をとっている点である［細見 2009：212］。佐賀県の指針では，協
働に相応しい形態として，3つの領域を挙げる。すなわち，第一に，福祉教育の分野であり，行政
が主導性を発揮する事業に CSOが参加する領域であって，「協働型委託」あるいは「事業協力」と
いう形態，第二に，防犯まちづくりの分野であり，CSOと行政がそれぞれの特性をいかして協力
する領域であって，「共催」あるいは「事業協力」という形態，第三に，普及啓発の分野であり，
CSOが主体性を発揮する事業に行政が協力する領域であって，「補助」あるいは「後援」，「事業協力」
という形態である［佐賀県 2004：26］。この協働の形態のうち特徴的なのは「協働型委託」であり，
2006年度より「提案型公共サービス改善制度」（協働化テスト）が開始されている［細見 2009：
212―213］。この「協働型委託」とは，従来型の委託と異なり，企画段階から CSOと行政とが協議
しながら進めるものであって，企画はあくまで CSOと行政である点が強調されている［佐賀県
2004：27］。したがって，行政と CSOは対等なパートナーであり，正当な積算を行い，成果報告書
の提出や事業完了の確認・検査が必要であり，公金を使うことの自覚を有することが求められる。
一方で，行政が CSOに対して委託するものなので，事業の実施主体は行政であり，その結果責任
は行政が負い，事業の結果は行政に帰属するとされている［佐賀県 2004：27］。そして，この事業
の実施にあたっては，双方で合意する事項として，事業目的と効果の検討，協働形態の選択（協働
型委託，共催，補助，後援，事業協力）協働相手の選択，役割分担と責任の確認を行い，実施段階
においては，明確な役割分担，相互の協力体制の確立，進捗状況等の情報交換を行うことが記され
ている［佐賀県 2004：34］。その後，行政，CSOおよび協働コーディネーターと呼ばれる行政にも
CSOにも中立的な第三者の三者で，評価（振り返り）を行うこととなっている［佐賀県 2004：34，
36］。佐賀県の場合，合意の内容というよりもむしろ，評価基準を明確化し，さらに，その評価を
第三者も含めて行うという点に力点が置かれているように思われる。
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（3）CS神戸
　CS神戸で作成された報告書によると，NPOと行政間の「協働契約・協働協定」につき，行政に
とって，対企業（外部委託）と対 NPO（公益を目的に協働すること）では根本的に異なるとして，
対 NPOとの協働契約には次のような 2点を明記すべきとしている。①協働契約によって成立した
事業の成果は，NPOの発展のために共有すべきとする「成果の共有」，②継続が必要な協働につい
ては，実情に即して年度を超えた「協働成果の継続」である［NPOと神戸市の協働研究会事務局
2004：15―16］。
　さらに，協働協定については，モデル協働協定を作成し，その対等性について明記する条項を設
けている。モデル協働協定の各条項を見てみると，趣旨，定義，法的関係，目的及び目標，協働の
場所・期間，パートナー相互の関係，パートナーの役割及び目標，資源の分担，成果と責任，個人
情報の取扱い，評価と改善，協定の終了，となっている［NPOと神戸市の協働研究会事務局
2004：40―42］。
（4）「新しい公共」推進会議
　2011年 7月に提出された「政府と市民セクターとの関係のあり方等に関する報告」によれば，
政府と市民セクターとの間の契約を「公契約」と定義した上で，従来の公契約は，政府にのみ権利・
権限が属する契約方式により，一方的に決定された事業内容を担い手に担わせてきたと指摘する
［「新しい公共」推進会議 2011：2］。その上で，適切な契約のあり方について，次のような課題と
改善策を掲げる。まず，課題として，①契約書の作成にあたり，行政と担い手間の対等性が確保さ
れていないこと，②仕様書等の前例踏襲により，事業の内容に応じた適切なものとなっておらず，
事業遂行過程において受託者の創意工夫が制限されていること，③契約書のひな型をそのまま用い，
担い手の協議が行われていないこと，④再委託を当然禁じていること，⑤複数年度を視野に入れた
契約を想定していないこと，を挙げる。以上の解決策として，①成果物の帰属，契約の解除権・違
約金徴収権，損害賠償責任に関し，両者対等の権利・義務とすること，②真に対等な当事者間の合
意に基づくものとすること，③事業ごとに内容を適切に定めること，④両者の協議の機会を設ける
こと，⑤政策課題に応じた適切な成果目標を設定し，その設定にあたり，受注者の創意工夫を発揮
できるようにすること，⑥複数年度契約の取組みを促進，拡大すること，を挙げる［「新しい公共」
推進会議 2011：5―6］。
4―2．地方公共団体とNPOとの協働に限定しない協定書
（1）東京都国分寺市・協定書
　2009年 6月に策定された「国分寺市協働事業ガイドブック（『市民活動団体との協働事業の手引
き』）簡易版」によれば，実際の協働の流れの中に，「Step 6　協定書の作成・締結」を設け，①曖
昧なもたれ合いの関係にならないように協定書を交わすこと，②事業の目的や目標を共有し，役割
分担を明確にして作成し，実施前に締結すること，が書かれている［国分寺市 2009：10］。そして，
協定書に記載する項目の例として，事業及び協定書の目的，事業の内容，事業期間，責任の所在，
業務の内容と双方の役割分担，経費負担・支払方法，事業遂行に関する協議方法，成果の帰属，協
定書の有効期間と解除条件，個人情報の保護を挙げている［国分寺市 2009：10］。
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（2）東京都豊島区・協定書 /契約書
　豊島区が 2009年に策定した「としま協働推進ガイドライン 2009」によれば，実際の協働の流れ
を示した上で，協定書，契約書につき，次のように述べる。まず，協定書について，決まった書式
はないこと，ⅰ）協定の目的，ⅱ）協働内容・役割分担・費用負担（経費が係る場合），ⅲ）責任
の所在，事故が起きた場合の対処方法等，ⅳ）成果の帰属，ⅴ）協定の有効期間と解除条件等を共
通項目として盛り込むこと。次に，契約書について，契約の目的，契約金額，履行期限又は期間，
契約保証金ほか，事業の内容に必要な事項および，契約の履行が困難になった場合の対応や第三者
に損害を与えた場合の責任の所在について記すことである［豊島区 2009：8］。さらに，協定・契
約等の手続における留意点として，①協議相手と十分に話し合いを重ねること，②協議の成果とし
ての合意文書であり，行政側のひな型を押しつけるものではなく，分かりやすい表現で明確に記載
すること，③個人情報保護の履行義務，完了後の検査など，事前に区のルールを十分説明するこ
と，が書かれている［豊島区 2009：9］。
（3）政策の創造と協働のための横浜会議
　横浜市が設立した「政策の創造と協働のための横浜会議　協働契約のあり方を考える研究会」は，
子育て支援拠点事業の一つとして NPO法人びーのびーのに対して，横浜市が協働事業を委託した
ことにその端緒がある［土屋 2009：174―176］。この協働事業に関して，①委託契約を採用したこ
とによる上下関係の発生，つまり対等性の確保の困難さ，②相互理解と目的共有のために時間をか
けること，③行政の担当者が変わることによる継続性確保の困難さ，④協働事業の際のパートナー
の選択と，その選考委員の不勉強さ・無理解の 4つを問題点として挙げている［土屋 2009：177―
178］。そして，4つの問題点を克服するために，独自の役割分担表をふかした協働協定書を作成し
たところに特徴がある［土屋 2009：178］。この役割分担表には，目指す拠点の姿，評価の視点，
法人の役割，行政の役割が詳細に記載されており9），これらの記載により，協働パートナー同士が
時間をかけて協議し，相互に理解し，目的の共有化を図ることができた［土屋 2009：179］。
　こうした NPO法人びーのびーのと横浜市との協働事業においての経験を踏まえ，NPO法人びー
のびーのは，協働契約に関する政策提案を行うべく，「協働契約のあり方を考える研究会」を立ち
上げ，この研究を横浜市都市経営局の調査研究事業「横浜会議」に申請した［土屋 2009：181］。
横浜会議において議論のポイントとなったのは，第一に，行政による「委託」は，民法上でいう請
負（民法 642条），準委任（民法 656条）に分類されるという点である。主に建設工事などで用い
られる形態の請負については，事業の終了後，精算の必要がなく，主に調査研究事業などで用いら
れる形態の準委任については，当初立てた予算に対して，どのような支出をしたのかを示す精算書
の提出が義務づけられている点に相違がある。これらの 2つの契約に対する，受託者側の認識の問
題がポイントとされた［土屋 2009：181―182］。第二に，財源の問題である。委託事業として全額
公費負担となるのか，あるいは補助金（地方自治法 232条の 2），法的根拠がないが，本来的に「全
く対等な二者以上が資金を出し合う仕組みで，自治体同士が協議会や実行委員会などを組織した場
合に拠出する」負担金で負担するのか，という点がポイントとされた［土屋 2009：182―183］。
　横浜会議において最終報告会で報告された「協働」にふさわしい「契約」のあり方は，まず以下
の 3つのポイント，すなわち，①民法上に概念がなく，②公金を支出するという公的責任に配慮し，
9）この役割分担表は，A3用紙 1枚に約 7,000字という大部にわたるものであったという［土屋 2009：180］。
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③情報公開と個人情報保護は絶対に必要である，ということが挙げられている［横浜市 2011：4］。
そして，1つの約款ではなく，事業に応じた複数のパターンを準備する必要性を掲げている［横浜
市 2011：4］。その上で，3点セットとして，①契約書本体（従来の委託契約書，約款に記載してい
た内容をシンプルに記載），②合意書（個別の事業ごとに，契約当事者が協議して作成，具体的な
合意事項），③役割分担表（合意書の具体化，役割分担および行程，拘束しない約束事）を挙げる。
また，協働契約書策定の視点としては，主体相互の対等性の追及，主体と市民との緊張関係，市民
のメリット，公金支出の適正確保を挙げている［横浜市 2011：5］。
5．協働型契約と明文化・書面化のあり方
5―1．事例の検討から
　以上，多様な主体の「協働」にあたり，合意の明文化・書面化にあたって必要な要素について，
各団体・組織の報告書・提言等の中から列挙してきた。これらをまとめたものが，巻末の表である。
　これらの書面を協定書と呼ぶか，契約書と呼ぶかは別として，まず，現状行政が想定している合
意文書には，事業目的，役割・費用・責任等の分担，実施期間，実施方法，個人情報保護を記載す
ることが前提となっている。これらは，通常の契約としても一般的なもので，あらゆる契約書でも
通用する内容のものである。一方で，特徴的な項目は，役割分担や協力体制，成果目標（評価）を
定めている点である。さらに，最も厳格な内容と思われるあいち協働ルールブック 2004において
は，債務履行義務と損害賠償責任，さらに，著作権等についても行政が有利な定めになっているも
のもある。ただし，それらは「法律的な責任を負うものではないが，最大限の遵守に努める」とし
ており，結局のところ，協働の相手方に対してどこまでの拘束力を持たせるべきか，行政として非
常に苦慮していることが見て取れる。
　一方で，民間団体や専門調査会によって合意すべき項目の中に反映されるべき，もしくは項目と
して入れるべきだとされたのは，①主体間の対等性（意思決定のための情報提供，自由な意思決定
の場の確保も含む），②事業継続における中途可変性，③公（市民等）に対する情報公開（説明責任，
公金支出の適切性を含む），④成果物に対する権利，⑤複数年度の継続性であった。
　両者を総合してみると，合意に至るまでの過程においては，主体間の対等性の確保，ならびに実
施事業への公共性への配慮（説明責任，個人情報保護や合意自体の公平性も含めて）が必要であり，
合意にあたっては，事業目的の共有，役割・費用・責任の分担，協力体制，複数年度の継続の検討
も含めた実施機関，実施の方法を定める必要があろう。また，事業遂行後に関わる合意項目とし
て，その成果物の著作権，秘密保持，公金支出の適切性と事業自体の評価も必要であろう。
5―2．協働型契約の可能性
　3―4における「協働」の法的位置づけの検討で，「協働」は，行政主体が関わる契約であるとい
う 1点のみにおいて，行政契約の一種であるという法的位置づけとした。しかし，5―1で検討した
ように，行政，NPO，その他多様な主体における合意文書の作成過程では，その合意に至るまで，
主体間の対等性，すなわち市場性の確保，ならびに実施事業への公共性の配慮が必要であることが
明らかとなった。つまり，市場性という観点からみれば，「協働」は準市場の俎上にのるものであり，
公共性という観点からみれば，近年，行政法分野でも大きな論点となっている，行政サービスの市
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場化テスト，民営化のあり方という議論になるものであろう。民法的視点と行政法的視点の融合と
もいえる分野であることは間違いないが，近年の公共性概念の変容を考慮すれば，行政自身がより
市場を意識し，行政と行政以外の主体との間の対等性の確保に資することを前提に，やはり，「協
働」は行政契約の一種としての位置づけがあってしかるべきだろう。その際，従来の 4つの分類に
無理に当てはめるのではなく，協働型事業遂行のための契約（ここでは「協働型契約」とする）と
いう分類があってもよいのではないかと考える。そうすれば，「協働」は，行政法上の位置づけも
明確になり，その内容について，市場型の契約とは少し異なる合意内容である役割分担や協力体制，
事業の評価といった協働型契約に特殊な項目が入っても，矛盾は生じまい。また，公金を使っての
事業であること，公共サービスを行政に代わって遂行することが多いことを踏まえると，行政の責
任・責務を明確にするとともに，近年とみに強調される，自助・共助・公助の役割分担もより明ら
かとなり，協働型契約を位置づけることのメリットは大きいのではないだろうか。
6．むすびにかえて
　本稿は，「連携」や「協働」が多用される現状において，その法的意味および，法的位置づけを
明らかにするとともに，行政と行政以外の主体間の合意文書を分析することによって，行政契約の
一種としての協働型契約の可能性を探った。当事者間の対等性を重んじる，新しい契約形態として
の協働型契約が認められれば，協働のために必要とされる役割分担や協力体制のほか，従来の行政
契約と異なり，型にはまらない，より当事者間の協議と合意によって成立する，まさに協働の
4 4 4
契約
が生まれるのではないかと考えたからである。
　しかし，こうした契約化や類型化によって生じる問題も考えられる。たとえば，行政以外の主体
の責任もまた明確に問われる可能性や，事業の成果について厳しい評価がなされる可能性，また，
善意から生じた協力体制であるにも関わらず，そうした善意が法に拘束されるといった可能性であ
る。さらに，本稿では「協働」が国から地方へと広がった概念として捉えたが，「協働」は地方公
共団体に限らず，国レベルでも議論されてしかるべきである。なぜなら，行政と行政以外の主体間
の協働は，実際に国でも行われていることであり，国レベルにおいても，公共性と市場性，そして
協働性のせめぎ合いの解決が求められていると考えるからである。これらの問題について，本稿に
おいて十分に検討することができなかった。これらは今後の課題とし，今後も「連携」・「協働」の
意義を問いつつ，公と私の在り方について研究を深めていきたい。
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表
名称 基本的なスタンス 内容
あいち協働
ルールブック
2004
委託の場合＝契約：債務履行義務，
損害賠償責任
ただし，これらは法的拘束力なし
基本事項＝目的，金額，履行期限，保証金
付加事項＝責任分担，著作権，秘密保持
佐賀県
―
合意事項＝目的と効果，協働形態，役割分担，協力
体制，情報の管理
CS神戸 成果の共有，継続性に問題 趣旨，定義，法的関係，目的・目標，資源の分担，
成果と責任，個人情報保護，評価
「新しい公共」
推進会議
事業ごとに作成する必要性，再委
託・複数年度契約を認めるべき
成果物の帰属，契約の解除権・違約金徴収権，損害
賠償責任＝両者対等とすべき
協議，成果目標
東京都国分寺
市・協定書
目的・目標の共有，役割分担の明
確化，事業実施前に締結
事業及び協定書の目的，事業の内容，事業期間，責
任の所在，業務の内容と双方の役割分担，経費負担・
支払方法，事業遂行に関する協議方法，成果の帰属，
協定書の有効期間と解除条件，個人情報の保護
東京都豊島
区・協定書 /
契約書
十分な話し合い，協議の成果とし
ての協定書・契約書，個人情報保
護の履行義務，完了後の検査
協定書＝協定の目的，協働内容・役割分担・費用負
担（経費が係る場合），責任の所在，事故が起きた
場合の対処方法等，成果の帰属，協定の有効期間と
解除条件
契約書＝契約の目的，契約金額，履行期限又は期間，
契約保証金ほか，事業の内容に必要な事項および，
契約の履行が困難になった場合の対応や第三者に損
害を与えた場合の責任の所在
政策の創造と
協働のための
横浜会議
公的責任への配慮，情報公開と個
人情報保護，事業に応じたパター
ンの必要性
3点セット＝契約書本体（従来の委託契約書，約款
に記載していた内容をシンプルに記載），合意書（個
別の事業ごとに，契約当事者が協議して作成，具体
的な合意事項），役割分担表（合意書の具体化，役
割分担および行程，拘束しない約束事）
（表は筆者作成）
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The concept of ‘partnership’ from legal perspective
Madoka MIWA
要　　旨
　近年，「新しい公共」概念の登場や東日本大震災以降，特に社会福祉や環境の法分野において，「連
携」や「協働」という言葉が聞かれるようになった。しかし，この「連携」や「協働」という言葉の
定義や内容は明らかでなく，まるで魔法の言葉のように使われている。そもそも，この「連携」や「協
働」というのは，法律的にはどういった意味を持つのか。本論文では，先行研究からこの「連携」や
「協働」の法的意味・性質を考察するとともに，現在用いられている行政と行政以外の主体との間の
合意書面を分析する。その上で，これらの主体間における「連携」・「協働」を推進していくために，
行政契約の一種としての「協働型契約」登場の可能性とその明文化のあり方について検討した。
